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   これらの研究によって貴重な成果が得られたが，その当時と比べて日本の産業構造や人口分布
が変化しているため，これを考慮した研究を進めることが検討課題といえる．国勢調査による


































































































































は，新規求人数が 2004年度の 20,925件から 2017年度の 95,081件へと大きく増加している．な
お，この期間のうち 2008年度から 2009年度にはこの産業の新規求人数が 33,303件から 27,384
件へと 17.8％減少したが，同じ期間に新規求人数が 126,833件から 37,451件へと 70.5％減少し
た製造業と比較するとその変化は小さい．





22％，神奈川県で 93％，埼玉県で 89％，千葉県で 69％増加したのに対し，鹿児島県と沖縄県で
27％，徳島県で 24％減少した．本研究の対象地域に相当する名古屋市では同期間に 53％増加し
ていて，施設数の変化は東京都近隣の県に近い状況にある．






































































































































































法人数 12 3 4 7 8 13 47
１法人当たりの常勤職員数（人） 12.4 34.3 30.3 29.3 104.6 122.6
3 2 1 3 7 13 29
25.0 66.7 25.0 42.9 87.5 100.0 61.7
5 0 2 1 6 6 20
41.7 0.0 50.0 14.3 75.0 46.2 42.6
5 1 2 5 2 3 18
41.7 33.3 50.0 71.4 25.0 23.1 38.3
0 0 1 0 0 1 2
0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 7.7 4.3
7 3 4 6 8 13 41
58.3 100.0 100.0 85.7 100.0 100.0 87.2
2 1 0 0 4 5 12
16.7 33.3 0.0 0.0 50.0 38.5 25.5
2 3 1 0 6 6 18






















































































































であるのに対し，大分県では 1.5％，宮崎県では 1.4％，鹿児島県では 1.4％である．





   雇用機会が比較的少ない地域であっても，そこで求人活動する法人が計画通りに新規学卒者を
採用できるとは限らない．その一因は，生徒数や介護職希望者数の減少である．文部科学省「学
校基本調査」によると，高等学校における福祉の学科数は全国で 2010年度から 2017年度の期間





























































































































































































































渡航費，住居費，教育費など EPA候補者 1人当たり 400～ 600万円である．
11）入国時の日本語能力が，インドネシアおよびフィリピンで日本語能力試験 N5程度以上，ベトナムで
N3以上に 2013年に要件化された．国際交流基金・公益財団法人日本国際教育支援協会（2019）による
と，各レベルの目安は以下のとおりである．N1は幅広い場面で使われる日本語を理解することができ
る．N2は日常的な場面で使われる日本語の理解に加え，より幅広い場面で使われる日本語をある程度
理解することができる．N3は日常的な場面で使われる日本語をある程度理解することができる．N4は
基本的な日本語を理解することができる．N5は基本的な日本語をある程度理解することができる．
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